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以下の話題について（順不同）解説する。講義の大半では伝統的な枠組みの解説を行うが、それに関連した

最近の分析例についても若干言及する予定である。基本的には講義形式をとるが、必要に応じて参加者に報告

を求めることもある。また、成績は、講義時間中の議論への参加を含めた平常点およびレポートで評価する。

1 地域・都市とは

都市の定義 (一つの視点)： 人口集中地区（DID：Densely Inhabited District）= 市町村の境界内で人口密度

の高い（原則として 1km2 当たり約 4000人以上）国勢調査の調査区が隣接して、調査時に人口 5000人以上

を有する地域

年 DID人口 (万人) DID面積 (km2)

1960 4083 3865.2

1970 5554 6399.2

1980 6994 10014.7

1990 7815 11732.2

年 DID人口割合 DID面積割合

1960 43.7 1.03

1970 53.5 1.71

1980 59.7 2.65

1990 63.2 3.11

表 1: 日本の DID人口（出所：総務庁統計局『国勢調査』）

都市の定義 (別の視点)： 都市圏 = 中心都市とその通勤圏である郊外から構成される圏域

例：SMEA:Standard Metropolitan Employment Area

都市圏 人口 (1980) 人口 (1990) 増加率

東京 2459(万人) 2719 10.57

大阪 1116 1170 4.83

名古屋 447 480 7.36

京都 236 249 5.50

神戸 197 213 8.43

札幌 178 208 17.05

福岡 176 205 16.73

北九州 140 138 -1.73

広島 124 147 18.60

仙台 118 135 14.50

表 2: 都市圏人口（出所：金本 (1997)）

その他の例：MMA：Major Metropolitan Area
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都市化の進展・都市を中心とした経済活動の重要性

地域間での違い

地域間格差の分析　⇔　都市間格差の分析　（都市経済学と地域経済学の融合）

2 都市内部の分析

MMA(Major Metropolitan Area)：(出所：総務庁統計局『住宅統計調査』)

2.1 単一中心都市モデルによる分析

都市の中心が一つ存在すると仮定（中心業務地区 (Central Business District (CBD))）。CBDが面積を持

つかどうかはモデルによる。

CBDに全ての企業は立地・家計はそこに働きに、もしくは買い物に行く。⇒通勤費用

都市内の移住費用は小さく、家計は自由に都市内を移住できる。 ⇒都市内ではどの家計の効用も等しくな

る。この効用を達成するという条件の下で、家計が最大限支払える地代（単位面積あたりの土地が単位時間

当たりにもたらすサービスの価格）を家計の付け値地代と呼ぶ。

土地の持主は、最も高い地代を支払う者に土地を貸すとする。

家計の付け値地代

CBDからの距離

地代

0

都市 農村

農業地代

市場地代

図 1: 単一中心都市の範囲の決定

異質な家計：所得格差

藤田 (1991)、金本 (1997)、黒田・中村・田渕 (2008)、Alonso (1964)、Kanemoto (1980)、Wheaton (1974)
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2.2 応用

土地消費量を一定にする⇒モデルを簡単化できる⇒応用の可能性

最近の例

賃金カーブ (Sato (2000))

雇用状態 (Wasmer and Zenou (2002)、Smith and Zenou (2003)、Sato (2004a))

3 集積の経済

なぜ都市が発生するのか？移住との関係。

3.1 比較優位と特化

自給自足から比較優位を活かした交易へ

西 東

小麦 1kg 2kg

羊毛 2m 6m

表 3: 労働の生産性

西 東

小麦 羊毛 2m 羊毛 3m

羊毛 小麦 1/2kg 小麦 1/3kg

表 4: 単位生産量当たり費用

生産比率・・・５：５⇒西７：３、東４：６

西小麦 2kg⇔東羊毛 5m

西 東

小麦 0 0

羊毛 1 1

表 5: 交易による利益

⇒特化

3.2 集積の経済の種類

地域特化による外部経済：コミュニケーション費用の低下 (Fujita and Ogawa (1982))・中間投入要素、労働力

の共有⇒専門化による生産性上昇 (Abdel-Rahman and Fujita (1990) 、Kim (1989))・適材適所（Kim (1987,

1990)、Helsley and Strange (1990)、Hamilton et. al. (2000), Sato (2001)）

都市化の経済：異業種が多数存在することから発生する便益 (Krugman (1991))

規模の経済：大量生産
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3.3 実証

Dumais et. al. (1997, 2002)、Rosenthal and Strange (2001, 2004)、Mori et. al. (2004)

4 最適都市規模と都市システム

集積の経済を仮定しながら、都市規模の決定を論じる。複数の都市の間での人口移動も考え、都市間人口分

布を決定するモデルを一般に都市システムモデルと呼ぶ。

Y = f(L,K;Ni)

のような生産関数を考える。企業は都市人口 Ni を所与として雇用者数 L、資本投入量K を決める。

金本 (1997)、黒田・田渕・中村 (1996)、藤田 (1991)、Henderson (1974)、Abdel-Rahman (2004)、Kanemoto

(1980)

最近の例：Sato (2005)

5 新しい空間経済学 (New Economic Geography)

Fujita and Ogawa (1982) ⇒ Krugman (1991)に始まる研究

基本的には集積の経済＋複数地域モデルを持つモデル群による分析

例：Krugman (1991)

２地域・２産業（農業・工業）

効用関数：

U(d, c1, c2, · · · , cn) = dμ
⎧⎨⎩
Ã

nX
i=1

c
(σ−1)/σ
i

!σ/(σ−1)⎫⎬⎭
1−μ

⇒工業部門の多様性による集積の経済⇒人の移住⇒工業部門への更なる参入⇒集積の経済・・・⇒集中力

工業労働者：自由に移住

農業労働者：移住しない⇒常に各地域に購買力⇒分散力

集中力と分散力のバランスにより工業部門の企業・労働者の分布が決まる。

シミュレーションの活用

Krugman (1990)、Fujita and Mori (1997)、Fujita, Krugman and Mori (1999)、Fujita, Krugman and Ven-

ables (1999)

solvableな NEGモデル：Ottaviano, Tabuchi and Thisse (2002)、Pflüger, M. (2004)

Fujita and Thisse (2002)

6 人口移動・都市化と労働市場

6.1 都市化と労働市場

実証結果：Greenwood (1985)：賃金の高いところに移住・高学歴ほど移住傾向強い・年齢高いほど移住傾向

弱い・失業者のほうが移住傾向強い
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地域経済学で伝統的に扱われてきた。

モデル

Harris and Todaro (1970)：期待賃金（＝賃金 w×就職の可能性 p）の差によって移住が発生　⇒　移住均衡

wipi = wjpj

そもそも移住を生み出す要因についての考察：例：途上国における農村ー都市間移住：最低賃金法 (Harris and

Todaro (1970))・離職 (Stiglitz (1974))・効率賃金 (Moene (1988))・摩擦的失業 (Sato (2004b))

6.2 都市化と出生率

出生率の地域間格差：田舎の出生率＞都市部の出生率。都市で働く人はどこから来たのか？田舎で生まれ

た人が都市で働くという状態が保たれるモデルは構築できないか？

Sato (2007)、Sato and Yamamoto (2005a, 2005b)、Zhang (2002)

6.3 Labor pooling

異質なスキルを持つ労働者。企業の要求するスキルも異質。⇒「厚い」労働市場のメリット

スキル空間 = 円環、一様分布、chosen match： Kim (1987, 1989, 1990)

応用：都市システムへの応用：Helsley and Strange (1991)、単一中心都市への応用：Kim (1991)、中心ー周

辺モデルへの応用：Abdel-Rahman and Wang (1995)

賃金決定ルールの改良：Hamilton, Thisse and Zenou (2000)

capital mobility, fiscal competitionとの関係：Sato and Thisse (2007)

random match：Sato (2001)

7 租税競争

資本が地域間を移動するとき、地方自治体が企業の誘致合戦をするとどうなるか？

基本モデル：Zodrow and Mieszkowski (1986)

最近の分析例：失業の影響：Ogawa et al (2006), Sato (2008)
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